
STAT IST ICS

No. 97 2009　September

Articles
　
　　…………………………………………………………………………………… 　（ ）

Note
　
　　…………………………………………………… 　（ ）

Forum
　 ’
　　……………………………………………………………………………………… 　（ ）

Foreign Statistical Affairs
　
　　………………………………………………………………………………………… 　（ ）

Obituaries
　 （ － ）
　　………………………………………………………………………………… 　（ ）
　 （ － ）
　　………………………………………………………………………………………… 　（ ）

Activities of the Society
　 …………………………………………　（ ）
　 …………………………………………………　（ ）
　 ……………………………………………………………　（ ）

JAPAN SOC IETY OF ECONOM IC STAT IST ICS

統　
　

計　
　

学　　
　
　
　
　

第
九
十
七
号
（
二
〇
〇
九
年
九
月
）

経　

済　

統　

計　

学　

会

　 －

統 計 学
第　97　号

論　　文
　
　　…………………………………………………………………………………… 　（ ）

研究ノート
　生産性計測と労働の質
　　…………………………………………………………………… 橋本　貴彦・山田　　彌　（ ）

フォーラム
　杉榮の生涯と理論統計学への貢献：紹介と批評
　　…………………………………………………………………………………… 池田　　伸　（ ）

海外統計事情
　 （インドネシア・バリ島）
　　…………………………………………………………………………………… 大井　達雄　（ ）

追悼
　佐藤博先生を偲んで
　　…………………………………………………………………………………… 𠮷田　　忠　（ ）
　横本宏会員を偲んで
　　…………………………………………………………………………………… 伊藤　陽一　（ ）

本 会 記 事
　経済統計学会第 回（ 年度）全国研究大会……………………………………………（ ）
　投稿規程・執筆要綱・投稿原稿査読要領 ……………………………………………………（ ）
　編集委員会規程……………………………………………………………………………………（ ）

年 月

経 済 統 計 学 会

イロ スミ



『統計学』第 号　 年 月

１　はじめに
　 年 月 日～ 月 日にかけて，イン
ドネシアのバリ島において，世界観光機関
（ ），インドネシア文化・観光省
（ ）主催， ，

，国連統計局（ ）共催で，

（第 回観光統計に関する国際会議）
が開催されたので，その内容について報告す
る。
　今回の国際会議では，世界 ヵ国と つの
国際機関から，観光行政，または統計の実務
家，各機関・大学の研究者など約 名が参
加した。日本からは，経済統計学会の会員で
ある大井以外に，観光庁の観光統計に関する
国際動向調査検討委員の原忠之セントラルフ
ロリダ大学准教授が参加した。原准教授は日
本の観光サテライト勘定（

： ）による経済分析の現状につ
いて報告を行った。
　今回の国際会議のテーマは「観光市場にお
ける雇用創出のための動因（ ：

）」で，過去
回とは趣旨が異なっている。過去 回（
年オタワ， 年ニース， 年バンクー
バー， 年イグアス）は，観光統計体系
や の構築，ならびに改定の内容を話し
合うことが中心であった。しかし， 年
月に国連統計委員会において，国際観光統計

基準が承認された（
： ）。

同時に の新基準も作成された（
：
： ））。 観

光統計については一定の成果を収めることが
できたので，観光産業における労働部門への
役割も議題としてとりあげられたのである。
これは，現在 と が「観光産業に
おける雇用問題（

）」という共同プロジェクトを実施し
ているためである。しかしながら，この共同
プロジェクトは，雇用問題に限定されず，観
光産業における労働問題全般を研究対象とし
ている。
　上記の の内容を少し述べると，
各国の実務で利用できるように， 年基
準の定義や分類を改定している。国によって，
観光統計の整備状況は異なるものの，国際比
較の必要性から需要と供給の両方の側面から
調査を実施することを求めている。また

や国際収支などの既存の統計体系と
の整合性も重視している。主な改正点として，
観光旅行（ ）と観光訪問（
）の概念の作成，観光客（ ）の定

義の変更，観光旅行の目的の種類の拡大など
があげられる。
　一方で， も を基本
としつつ，他の経済統計の制度変更や，
を通じた実証分析を実施している国々の経験
を踏まえ，改定された。具体的には，観光消
費の概念の明確化や総固定資本形成の範囲の

【海外統計事情】

大井達雄＊

＊　藍野大学医療保健学部
〒 － 　大阪府茨木市東太田 － －
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拡大などがあげられる。

２　プログラムの内容
　国際会議のプログラムは専門部会（

） と 行 政 部 会（
）に分類され，専門部会で つのセッ

ション，行政部会で つのセッションが設け
られた。行政部会は，観光部門における雇用
政策の実施，または貧困の解消のための手段
として，観光産業における雇用問題とディー
セントワーク（ ）の実現などを
検討することを目的としている。それぞれの
部会でのセッションの内容は以下の通りであ
る。

⑴　専門部会
セッション 　観光統計体系の開発（

） 報告数 （基調講演を含む。以下同じ）
セッション 　観光統計の応用（

） 報告数
セッション 　観光産業における雇用問題
―測定方法の課題と実証分析結果―（

：
） 報告数

セッション 　アジア太平洋地域での観光
労働市場の現状（

） 報告数
セッション 　観光部門における経済波及
効果の計測― から代替モデルまで―
（

：
） 報告数

セッション 　ビジネスと政策分析のため
の の活用（

） 報告数

⑵　行政部会
セッション 　観光と雇用問題： と

による現状分析（
： ）

報告数
セッション ・ ・ 　観光産業における雇用
問題―政策上の課題―（

： ） 報告数
・ ・

　以下では，一部のセッションの報告内容を
要約する ）。観光統計体系のセッションでは，
まず，国際会議だけでなく，国内のコンベン
ションや学会の誘致を積極的に支援するため，

）に関する統計調査の取り
組みの報告がなされた（カナダ）。また，観
光統計における季節調整の問題について，
－ を使用した分析結果が説明され

た（オーストリア）。加えて，観光統計と国
際収支の整合性についての問題点について報
告がなされた（インドネシア，オーストラリ
ア）。
　 のセッションでは，インドネシア，中
国，香港，南アフリカ，オランダ，アイルラ
ンド，イタリアなどの の取り組みや実
証分析の結果が報告された。最近では多くの
国で が作成されているものの，報告を
通じて，国によってその状況に差があること
がわかった。つまり，概念図のみを作成する
だけであって，まだ実証分析を行っていない
国もあれば，国全体だけでなく，地域別の

を作成している国など，格差が存在して
いる。さらに による実証分析を行った
国の中には，結果の信頼性について多くの課
題を述べているところもあった。この原因と
して， を作成する上での問題点が多数存
在していることがあげられる。例えば供給側
面のデータの信頼性や間接効果の計測結果の
正確性などはまだ十分とはいえない。そのよ
うな状況について，国際基準のさらなる改良
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と，利用者のリテラシーを向上させるような
取り組みの必要性を唱える意見もあった。
　雇用問題のセッションについては，観光市
場における雇用問題の現状や課題が各国から
報告された。世界的にみた場合，観光市場は
拡大傾向にあり，経済不況の影響もあるが，
今後も成長することが予測されている。当然
のことながら，観光客数の増加に対応した観
光市場のインフラ整備が求められている。
　その中でも特に人材育成が大きな課題であ
る。観光産業の労働環境は劣悪で，低賃金，
不安定な雇用形態，長時間労働などの特徴を
有する。そのため多くの有能な人材が観光市
場で活躍することなく，他の産業で職を有し
ている。一方で，観光産業で職を求める労働
者は，若者，移民や低学歴に代表されるよう
にスキルが低い者が多く，言語や経営実務の
能力を有した人材を求める経営者側との間に
ミスマッチ現象が生じている。この傾向は特
にアジア・太平洋地域で顕著で，韓国やカン
ボジアなどの国ではその対策として，観光産
業におけるキャリア教育を実施している。ま
たフィリピンでは観光産業で働く有能な人材
を確保するために，外国人労働者を活用して
いる。このように各国では，観光大国となる
ために国家的プロジェクトとして，人材の育
成や確保に努めていることがわかった。同時
にこのような問題を正確に分析するための統
計情報が少ないことも問題視され， を含
めて労働統計の整備が強調された。

３　バリ声明
　多くの報告で観光部門が労働市場だけでな
く，国内外の経済活動全般に多大な貢献をし
ていること，ならびに今後の観光市場の経済
分析手法として， の有用性が確認された。
会議の最後に， の 暫定事
務総長からバリ声明（

）が発表され，閉幕した。
声明の内容を要約すると，以下の通りである。

⑴　現在の経済不況を脱するために，観光
産業の役割は大きいと考えられる。観光
産業の発展は，雇用の創出をもたらす。
その中でも，女性や若者，農村部の住民
への恩恵が期待できる。国際機関，各国
の政府や民間企業は協調して，観光産業
での雇用創出をもたらす政策を実施すべ
きである。同時に宿泊業や飲食業で働く
労働者の労働条件や給与の改善について
は真剣に検討すべきである。
⑵　各国の経済活動に対する観光部門の貢
献は を通じて分析が可能である。
そのために各国は積極的に を活用
することが求められる。しかしながら，

の知名度が低く，また結果の信頼性
にも疑義がある。このような問題点を解
決するために， ， ，
などの国際機関が協調する必要がある。
⑶　 による分析を行うためには，観光
統計の整備が不可欠である。各国の統計
作成機関，ならびに観光協会には観光統
計の範囲の拡大，信頼性，ならびに速報
性の確保が求められる。また は
そのための予算の増加を各国に要望する。
⑷　観光市場で働く人材を養成するために，
政府，企業や大学などの教育機関はより
積極的に連携を図るべきである。それに
よって，観光産業での優秀な人材の確保
が可能となる。また働きがいのある環境
を構築することによって，専門家が養成
され，さらに労働者の意欲も向上するこ
とが期待できる。

４　まとめ
　観光市場に対する各国の期待は，先進国だ
けでなく，新興国や途上国を含めて，あらゆ
る国で大きいものがある。現在の経済不況か
ら回復するために，観光産業は雇用創出を含
めて一定の役割を担うことができる。観光市
場がこれほどまでに巨大になっているにもか
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かわらず，観光市場に関するデータが不十分
ゆえに，計量分析結果に対する信頼性は必ず
しも高くなく，国際比較の観点でも多くの問
題点が指摘されている。国際会議では，その
解決策として を改良し，普及させるこ
とで， のブランドとしての価値を高めよ
うとする意見がみられた。さまざまな課題を
有しながらも，観光市場に対する期待の大き
さを今回の国際会議では実感することができ，
貴重な経験となった。
　日本でも観光統計の整備が観光政策におい
て主要な課題となっている。今回の国際会議
に参加して，日本の観光統計が諸外国から大
きく遅れている分野もあれば，他国と比較し

ても見劣りしない分野もあることがわかった。
原准教授が報告の中で指摘したように，日本
では産業連関表が諸外国と比較して整備され
ていることや，当学会の会員を代表とした産
業連関や国民経済計算に関する研究蓄積も豊
富であることから，今後，より詳細な実証分
析が行われる可能性がある。つまり，観光統
計の分野において，日本は世界的にみて主導
的な立場に位置することができる。しかしな
がら，それらの分析結果は日本語でしか公表
されず，諸外国の実務家や研究者がその内容
を理解することができないのが現状である。
今後は，観光統計だけでなく，観光学研究そ
のものの国際化が求められているといえる。

注

）それぞれの報告書は国連のホームページから閲覧可能である。 は
　　（ ），
　 は
　　（ ）
　をそれぞれ参照のこと。
）詳細な報告資料については， のホームページを参照のこと

　　（ ）
） （ ）と表記されることもある。



創刊のことば
　社会科学の研究と社会的実践における統計の役割が大きくなるにしたがって，統計にかんす
る問題は一段と複雑になってきた。ところが統計学の現状は，その解決にかならずしも十分で
あるとはいえない。われわれは統計理論を社会科学の基礎のうえにおくことによって，この課
題にこたえることができると考える。このためには，われわれの研究に社会諸科学の成果をと
りいれ，さらに統計の実際と密接に結びつけることが必要であろう。
　このような考えから，われわれは，一昨年来経済統計研究会をつくり，共同研究を進めてき
た。そしてこれを一層発展させるために本誌を発刊する。
　本誌は，会員の研究成果とともに，研究に必要な内外統計関係の資料を収めるが同時に会員
の討論と研究の場である。われわれは，統計関係者および広く社会科学研究者の理解と協力を
えて，本誌をさらによりよいものとすることを望むものである。
　　　　　 年 月

経 済 統 計 研 究 会

経 済 統 計 学 会 会 則
第 条　本会は経済統計学会（ ）という。
第 条　本会の目的は次のとおりである。

．社会科学に基礎をおいた統計理論の研究　　 ．統計の批判的研究
．すべての国々の統計学界との交流　　　　　 ．共同研究体制の確立

第 条　本会は第 条に掲げる目的を達成するために次の事業を行う。
．研究会の開催　　 ．機関誌『統計学』の発刊
．講習会の開催，講師の派遣，パンフレットの発行等，統計知識の普及に関する事業
．学会賞の授与　　 ．その他本会の目的を達成するために必要な事業

第 条　本会は第 条に掲げる目的に賛成した者をもって組織する。入会に際しては会員 名の紹介を必要とし，
理事会の承認を得なければならない。会員は所定の会費を納入しなければならない。

第 条　本会の会員は機関誌『統計学』等の配布を受け，本会が開催する研究大会等の学術会合に参加すること
ができる。
　前項にかかわらず，別に定める会員資格停止者については，それを適用しない。

第 条　本会に，理事若干名をおく。
　理事から組織される理事会は，本会の運営にかかわる事項を審議・決定する。
　全国会計を担当する全国会計担当理事 名をおく。
　渉外を担当する渉外担当理事 名をおく。

第 条　本会に，本会を代表する会長 名をおく。
　本会に，常任理事若干名をおく。
　本会に，常任理事を代表する常任理事長を 名おく。
　本会に，全国会計監査 名をおく。

第 条　本会に次の委員会をおく。各委員会に関する規程は別に定める。
．編集委員会　　　　　　　　　　 ．全国プログラム委員会　　 ．学会賞選考委員会
．ホームページ管理運営委員会　　 ．選挙管理委員会

第 条　本会は毎年研究大会および会員総会を開く。
第 条　本会の運営にかかわる重要事項の決定は，会員総会の承認を得なければならない。
第 条　機関誌の発行等に関する全国会計については，理事会が，全国会計監査の監査を受けて会員総会に報告し，

その承認を受ける。
第 条　会費は年額 円とする。但し，大学院生，その他理事会が適当と認めた会員については， 円とする。

　前項は年度途中で入会した者ならびに退会した者にも適用する。
第 条　本会会則の改正，変更および財産の処分は，理事会の審議を経て会員総会の承認を受ける。
付　則　 ．本会は，北海道，東北，関東，関西，九州に支部をおく。

．本会に研究部会を設置することができる。
．本会の事務所を東京都町田市相原 法政大学日本統計研究所におく。

年 月 日（ 年 月 日一部改正［最新］）

執 筆 者 紹 介（掲載順）

稲　葉　和　夫 ⎛
⎝
立命館大学
経済学部

⎞
⎠ 橋　本　貴　彦（島根大学法文学部）

山　田　　　彌
⎛
⎝
立命館大学
経済学部

⎞
⎠ 池　田　　　伸

⎛
⎝
立命館大学
経営学部

⎞
⎠

大　井　達　雄 ⎛
⎝
藍野大学
保健医療学部

⎞
⎠ 𠮷　田　　　忠（経済統計学会）

伊　藤　陽　一 （日本統計研究所）

支 部 名 事　務　局

北　　海　　道 …………
－ 札幌市豊平区旭町 － －

北海学園大学経済学部
　（ － － ）

水野谷武志

東　　　　　北 …………
－ 石巻市南境新水戸

石巻専修大学経営学部
　（ － － ）

深 川 通 寛

関　　　　　東 …………
－ 東京都豊島区池袋 － －

立教大学経済学部
　（ － － ）

岩 崎 俊 夫

関　　　　　西 …………
－ 大阪市住吉区杉本町 － －

大阪市立大学大学院経営学研究科
　（ － － ）

藤 井 輝 明

九　　　　　州 …………
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